
　 （２）補助金等交付　①②

（２）補助金等交付
①補助金等交付の件数

備考

件 調査中

件 調査中

562 件

②補助金等交付の総額
備考

百万円 調査中

百万円 調査中

148,526 百万円

平成17年度

平成18年度

平成16年度

平成17年度

平成18年度

平成16年度



（２）補助金等交付　③④

（２）補助金等交付
③補助金等交付件数の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位30団体）
④③の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 社団法人移動通信基盤整備
協会

169 5,334 1 電波遮へい対策事業費等補
助金

2 － 3 － 4 － 5 － 2 1

18 2 独立行政法人情報通信研究
機構

19 44,267 1 独立行政法人情報通信研究
機構運営費交付金

2 電波監視等技術試験等委託
費

3 情報通信技術開発支援等事
業費補助金

4 情報通信技術研究開発推進
委託費

5 高度電気通信施設整備促進
費補助金

3 0

18 3 日本電信電話株式会社 15 1,669 1 情報通信技術研究開発委託
費

2 電波監視等技術試験等委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － － －経営上の理由等
で団体が公表し
ないもの

18 4 国立大学法人東京大学 15 363 1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 電波監視等技術試験等委託
費

4 － 5 － 4 4

18 5 国立大学法人東北大学 15 221 1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 － 3 － 4 － 5 － 6 5

18 6 三菱電機株式会社 13 1,388 1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 59 59

18 7 富士通株式会社 12 2,175 1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 33 33

18 8 国立大学法人大阪大学
12 263

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 － 4 － 5 － 0 0

18 9 株式会社国際電気通信基礎
技術研究所 10 1,638

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 2 2

18 10 株式会社日立製作所
10 1,321

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 54 46

18 11 学校法人慶應義塾
9 190

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 － 4 － 5 － 27 24

18 12 国立大学法人名古屋大学
9 108

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 － 3 － 4 － 5 － 1 1

18 13 国立大学法人東京工業大学
8 120

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 消防防災技術研究開発委託
費

3 － 4 － 5 － 0 0

18 14 エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式会社 7 1,762

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 電波監視等技術試験等委託
費

4 － 5 － 3 3

18 15 株式会社東芝
7 763

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 29 28

18 16 日本電気株式会社
6 881

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 － 4 － 5 － 44 40

18 17 KDDI株式会社
6 733

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 11 6

18 18 国立大学法人京都大学
6 364

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 消防防災技術研究開発委託
費

4 － 5 － － －回答得られず

18 19 独立行政法人産業技術総合
研究所 6 89

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 － 3 － 4 － 5 － 2 2

18 20 国際電気通信連合
5 931

1 国際電気通信連合分担金 2 政府開発援助国際電気通信
連合等分担金

3 国際電気通信連合等拠出金 4 － 5 － － －国際機関

18 21 株式会社KDDI研究所
5 543

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 0 0

18 22 アジア・太平洋電気通信共
同体 5 250

1 政府開発援助アジア・太平
洋電気通信共同体拠出金

2 政府開発援助国際電気通信
連合等分担金

3 － 4 － 5 － － －国際機関

18 23 松下電器産業株式会社
4 412

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 － 4 － 5 － 22 16

18 24 国立大学法人北海道大学
4 64

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 電波監視等技術試験等委託
費

3 － 4 － 5 － － －回答得られず

18 25 国立大学法人長岡技術科学
大学 4 40

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 消防防災技術研究開発委託
費

3 － 4 － 5 － 0 0

18 26 国立大学法人奈良先端科学
技術大学院大学 4 38

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 － 3 － 4 － 5 － － －回答得られず

18 27 総務省共済組合
3 8,499

1 国家公務員共済組合負担金 2 基礎年金国家公務員共済組
合負担金

3 － 4 － 5 － 0 0

年度 番号

備考

調査中

年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称） 備考

相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称） 備考

調査中



（２）補助金等交付　③④

18 28 日本放送協会
3 2,411

1 日本放送協会交付金 2 電波監視等技術試験等委託
費

3 － 4 － 5 － 3 2

18 29 株式会社横須賀テレコムリ
サーチパーク 3 1,031

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信人材研修事業費補
助金

3 － 4 － 5 － 1 1

18 30 国立大学法人東京農工大学
3 101

1 情報通信技術研究開発推進
委託費

2 － 3 － 4 － 5 － － －回答得られず



（２）補助金等交付　⑤⑥

（２）補助金等交付
⑤補助金等交付総額の多い相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額（上位30団体）
⑥⑤の団体の内、平成18年度の上位30団体における国家公務員再就職者の在籍数
平成16年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

16 1 2 3 4 5

平成17年度

件数 交付総額

（件） （百万円）

17 1 2 3 4 5

平成18年度

件数 交付総額 国家公務員再就職者の

（件） （百万円） 在籍数（人） 内、常勤者数

18 1 独立行政法人情報通信研究
機構

19 44,267 1 独立行政法人情報通信研究
機構運営費交付金

2 電波監視等技術試験等委託
費

3 情報通信技術開発支援等事
業費補助金

4 情報通信技術研究開発推進
委託費

5 高度電気通信施設整備促進
費補助金

3 0

18 2 社団法人電波産業会 1 23,358 1 特定周波数対策交付金 2 － 3 － 4 － 5 － 12 12

18 3 自由民主党 1 16,846 1 政党交付金 2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 4 民主党 1 10,478 1 政党交付金 2 － 3 － 4 － 5 － － －回答得られず

18 5 独立行政法人統計センター 1 9,466 1 独立行政法人統計センター
運営費交付金

2 － 3 － 4 － 5 － 1 0

18 6 総務省共済組合 3 8,499 1 国家公務員共済組合負担金 2 基礎年金国家公務員共済組
合負担金

3 － 4 － 5 － 0 0

18 7 社団法人移動通信基盤整備
協会

169 5,334 1 電波遮へい対策事業費等補
助金

2 － 3 － 4 － 5 － 2 1

18 8 公明党
1 2,858

1 政党交付金 2 － 3 － 4 － 5 － 1 1

18 9 日本放送協会
3 2,411

1 日本放送協会交付金 2 電波監視等技術試験等委託
費

3 － 4 － 5 － 3 2

18 10 富士通株式会社
12 2,175

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 33 33

18 11 エヌ・ティ・ティ・コミュ
ニケーションズ株式会社 7 1,762

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 電波監視等技術試験等委託
費

4 － 5 － 3 3

18 12 日本電信電話株式会社
15 1,669

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 電波監視等技術試験等委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － － －経営上の理由等
で団体が公表し
ないもの

18 13 株式会社国際電気通信基礎
技術研究所 10 1,638

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 2 2

18 14 三菱電機株式会社
13 1,388

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 59 59

18 15 株式会社日立製作所
10 1,321

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 54 46

18 16 株式会社横須賀テレコムリ
サーチパーク 3 1,031

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信人材研修事業費補
助金

3 － 4 － 5 － 1 1

18 17 社会民主党
1 1,006

1 政党交付金 2 － 3 － 4 － 5 － 0 0

18 18 国際電気通信連合
5 931

1 国際電気通信連合分担金 2 政府開発援助国際電気通信
連合等分担金

3 国際電気通信連合等拠出金 4 － 5 － － －国際機関

18 19 独立行政法人平和祈念事業
特別基金 1 907

1 独立行政法人平和祈念事業
特別基金運営費交付金

2 － 3 － 4 － 5 － 3 3

18 20 日本電気株式会社
6 881

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 － 4 － 5 － 44 40

18 21 株式会社東芝
7 763

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 29 28

18 22 KDDI株式会社
6 733

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 11 6

18 23 財団法人明るい選挙推進協
会 1 723

1 明るい選挙推進委託費 2 － 3 － 4 － 5 － 2 2

18 24 株式会社KDDI研究所
5 543

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 情報通信技術研究開発推進
委託費

4 － 5 － 0 0

18 25 松下電器産業株式会社
4 412

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発委託
費

3 － 4 － 5 － 22 16

18 26 アンリツ株式会社
1 377

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 － 3 － 4 － 5 － 2 2

18 27 国立大学法人京都大学
6 364

1 電波監視等技術試験等委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 消防防災技術研究開発委託
費

4 － 5 － － －回答得られず

調査中

調査中

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称） 備考

備考

年度 番号 相手先団体の名称

年度 番号 相手先団体の名称

備考年度 番号 相手先団体の名称 交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）



（２）補助金等交付　⑤⑥

18 28 国立大学法人東京大学
15 363

1 情報通信技術研究開発委託
費

2 情報通信技術研究開発推進
委託費

3 電波監視等技術試験等委託
費

4 － 5 － 4 4

18 29 日本赤十字社
1 308

1 旧日本赤十字社救護看護婦
等処遇費補助金

2 － 3 － 4 － 5 － 14 11

18 30 国民新党
1 266

1 政党交付金 2 － 3 － 4 － 5 － － －回答得られず



（２）補助金等交付　⑦⑧

（２）補助金等交付

⑧⑦の団体における国家公務員再就職者の在籍数

国家公務員再就職者の

件数 交付総額 在籍数（人）

(件) （百万円）

16 1 2 3 4 5

17 1 2 3 4 5

18 1 2 3 4 5

計

⑦平成16年度から18年度の３カ年続けて補助金等を交付している団体について、相手先団体の名称、件数、交付目的及び交付総額

交付目的（交付金額上位５件の補助金等の名称）

調査中

備考

内、常勤者
数

番号 相手先団体の名称 年度



（２）補助金等交付　⑨⑩

（２）補助金等交付

備考
内、常勤者数

調査中

年度 番号 交付金額(百万円)
当該団体に対する個々の補助金等

交付目的（補助金等の名称）

⑨平成16年度から18年度の補助金等交付総額が2,000万円以上の団体の内、当該団体の平成16年度から18年度の各事業年度総収入に対する当該機関から
の当該年度の補助金等交付額が占める割合が平成16年度から18年度の３ヵ年連続して20％超の団体に対する個々の補助金等交付の年度、交付目的、交付
金額

⑩⑨の団体における国家公務員再就職者の在籍数

番号 相手先団体の名称
国家公務員再就職者の在籍数（人）
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